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本山町長 澤田和廣 様 

 

国見山風力発電事業に関する要望書 
 

要望趣旨 
「国見山周辺における風力発電事業」（以下、国見山風力発電）における風車ヤードの保安林解除申請

が、近い将来事業者により行われます。 

保安林の指定解除事務等マニュアル（風力編）令和 7年 4月改訂版によれば、当該保安林解除申請に

は、地域の意向を十分にくみ取るという観点から、市町村の長の意見書の添付が求められています。 

この度行われた大石地区の保安林解除に関する投票結果と併せて、今一度確認して頂きたいことを以

下に申し上げます。 

町長におかれましては、このことを軽視することなく、住民の声を反映した意見書の作成を切にお願いし

たい。 

 

■ 本山町大石地区の住民投票結果 
2025 年 6月に本山町大石地区において保安林解除の是非を問う住民投票が実施された。開票の

結果「不同意」票が過半数となり、大石地区では保安林解除に同意しない決定が下されました（大石地

区臨時総会報告書 添付資料 1）。 

この結果は、保安林解除に同意しないという意見表明と同時に、国見山風力発電自体への大石地区

住民の反対と解釈できるものです。大石地区中心部や桁（ケタ）地区からは風車が直接視認でき、向き

や山体への反射により、風車が発する低周波音による健康被害の懸念から、風車建設は反対だから保

安林解除にも同意しないということです。 

この結果を重く受け止めた上で意見書の作成をお願いしたい。 

 

保安林の解除に同意する   29 票 

保安林の解除に同意しない   37 票 

無効  1 票   （投票率 97.1％） 

 

■ 事業者による住民説明は不十分 

事業者は下表のとおり説明会を開催したとしていますが、本山町プラチナセンターでの参加人数は、

2019年 7月に 11 名、2022 年 6月に 4名で計 15名でした。また、事業者は、吉延、古田、大石の

各地区で個別の説明会を行ったとしていますが、その参加人数は明らかにされていません。このような

少数参加では、「地域の意向を十分にくみ取る」という町長の責務は果たせないと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（2019 年 9 月電源開発株式会社「環境影響評価方法書についての意見の概要と当社の見解」より抜粋） 
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（2022 年 8 月電源開発株式会社「環境影響評価準備書についての意見の概要と当社の見解」より抜粋） 

 

 

■ 直接の利害関係者の特定 
森林法に基づく保安林及び保安施設地区関係事務に係る処理基準(平成 12年 4月 27日付 12林

野治第790号、以下「処理基準」という)では、保安林解除に係る「直接の利害関係者」を以下のよう

に明記しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本山町南部は、高知県下でも有数の農業地帯であって、中でも広大な水田は、多くの用水路で支えら

れています。古くは 1638年ごろから存在し、また全長約 8ｋｍもの広域なものまで存在します。これら

用水路は国見山を水源とする樫ノ川、木能津川の各所に取水口が設けられ、本山町南部の水田に張

り巡らされています。言い換えれば、この地は用水路が無ければ水田が成り立たない土地であること

が分かります。 

 

しかしながら、事業者は吉延、古田、大石地区のみを「直接の利害関係者」とし、その特定区を矮小に 

捉えていますが、国見山尾根筋の大幅改変により影響を受けうる河川は、本山町側では樫ノ川と木能

津川であって、前述の3地区に限定する流域上の根拠はありません。 

以下の地図にあるようにこの二河川を取水口とする水路は、10 ヶ所以上あり、幾つもの沢を引き込み

ながら下流へ下流へと流しています。すなわち、高角、井窪、下津野、本山、木能津、権代集落、田高須

地区まで水確保の影響は及び、これら地区住民も取水施設に正当な権原を有する者と認定されるべき

です。よって、本来事業者はこれら地区住民についても見聴取が必要であると考えます。 

上記を踏まえ命の水の確保について、これら地区住民の理解と意向をも十分にくみ取った上で意見書 

の作成をお願いしたい。 
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■ 地質の脆弱性の問題 
 5 万分の 1地質図「本山」（本山地域の地質、地域地質研究報告 遠藤俊祐・横山俊治 

 （2019） 産総研地質調査総合センター 添付資料 2）の第 9章「災害地質」では、四国市域の地質 

 の特徴とそれが地盤災害に及ぼしている影響が纏められていますので、一部抜粋引用します。 

  
海溝から沈み込んだ付加堆積物は、深部にもたらされる過程で、脱水とセメンテーションによって次第に岩

石化していく、そして深部では変成作用と変形作用が加わり、再結晶によって硬質な岩石に変わっていく、

再結晶の過程では、再結晶鉱物の定向配列や岩片の扁平化によって異方性が大きくなっていく、その結果、

岩石の強度や異方性は原岩の岩相や沈み込んだ深度によって大きく異なったものになる。強度や異方性を

支配している岩石構造は片理やスレート劈開といった面構造である。一般には面構造が発達している岩石

は異方性が大きく、面構造に沿って破壊する可能性が高くなる。 

付加コンプレックス及び高圧型変形コンプレックスの地すべりは、線状凹地の形成に代表される尾根の不

安定化が原因となって発生することが多く、その結果、地すべりの滑落崖は尾根付近に形成され、しかもす

べり面は傾斜末端の河床に達することなく、河谷斜面の途中に顔を出す場合が多い。斜面末端の河川浸

食が不安定化の原因となって発生する正常堆積物の地すべりと対象的である。 

 

地質学は、非常に専門性を要し一般住民には理解が出来ないことが多い。 

無知であるがゆえに、事業者の主張に呑まれ、適正な議論が出来ぬまま事業計画が進められています。 

しかし、この研究結果では、この地は面構造の岩石でできておりその面に沿って破壊し地滑りが起こり 

やすい地であることが示されています。 

私たちに大きな懸念はあっても、科学的に地質を説明することは出来ませんが、地質的に問題がある 

ことは確かです。 

 

■ 砂防指定地 

前述のとおり、国見山周辺は脆弱な地質にあって、高知県ハザードマップでは本山町南東部、大豊町

南西部の広範囲において砂防指定地となっています（下図参照）。 

赤荒峠から国見山尾根筋にかけ、さらに町堺の尾根にかけて、保安林の解除後には高さ 144ｍの巨

大風車が 12基立ち並ぶ計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●は風車建設予定地 
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高知県の「砂防指定地内等制限行為の審査における技術基準」(令和 5年 1月 土木部防災砂防課)

によれば、『砂防関係法令指定地は、「太陽光発電施設の設置を避けるべきエリアとして、原則許可し

ない」』としています（添付資料 3、4 ページ参照）。 

太陽光発電施設を許可しないとする地に、高さ 144ｍの風車建設の計画を立てること自体、事業者の

資質が疑われます。高知県に風力発電に関するガイドラインが制定されていないことを逆手に取った無

謀な計画と言わざるを得ません。 

 

■ 公益上の理由なし 
保安林及び保安施設地区の指定、解除等の取扱いについて（昭和 45年 6月 2日付45林野治第

921 号 改令和7年 3月 18日付6林整治第 1971 号 以下、基本通知という）では、『公益上の理

由により必要が生じたとき』には、保安林解除の理由となりうると示されています。 

それでは、本事業に係る保安林解除の公益上の理由とはいったい何でしょうか。 

一般的に事業推進の強い動機として、作業道が整備されることが上げられます。確かに、88.6％の森

林面積をもつ本山町において、作業道が付くことは林業にとって即効性のあるメリットとなります。山の

管理が深刻な問題となっている現代において、のどから手がでるほどの「うまみ」かもしれません。 

しかし、現代日本が抱えている林業の問題と、一企業が計画する大規模工事を同じ目線で見て良いの

でしょうか。近代経済に翻弄された林業を立て直すのは、一企業ではなく政治であるべきです。 

「一時的うまみ」だけを取り上げて、重要な水資源の環境を破壊し、脆弱な地に巨大風車を建設するこ

とは「公益上の理由」になりません。 

 

■ 移住促進 
現在、町人口 3,000 人を切ろうとしている中、町は、クラインガルテンもとやまを筆頭に、「移住促進住 

宅」や「UI ターン引越し支援事業」など移住促進を掲げています。 

移住促進を行うのであれば、なおのこと、住民の安心安全な暮らしを守ることは、町政の最重要事項で 

はないでしょうか。今後の町政の対応が、移住を検討する人への大きなメッセージになることは間違い 

ありません。 

 
■ 総括 
町長は、2025年 4月 22日の当会との面談時に、2022 年に事業者に対し「心配はないか」「住民の 

皆さんからの反対はないか」「景観について問題はないか」この点について確認したところ「ない」と聞 

いたと仰っていました。 

 

再生可能エネルギ―の推進が国から打ち出され、事業者が各地で巨大風車、メガソーラーなど無秩序 

な建設計画をしています。秋田県では風車の羽根落下による死亡事故が起き、希少な猛禽類の衝突 

死があとを絶ちません。 

巨大構造物の安全性が検証される前に、建設ラッシュとなり、地元住民と動植物の安全性が無視され 

ているのが実情です。たとえ、法アセスを経たとしてもその中身は「お願い」と「配慮します」の掛け合い 

に留まり、住民の声が真に届く状況ではありません。また、地方自治体として法的対処が出来ないこと 

も事実です。 

 

先行して、対応に苦慮した地方自治体の中には、条例を作成し一定のガイドラインを設けたところがあ 

ります。高知県と同じく海と山に挟まれた島根県では 5つの市町村が「事業計画の届出義務」、「住 

民説明会の報告義務」、「抑制区域の設定」などを設けた条例を制定しました。言い換えれば、この点が 

非常にずさんであり、行政が監視しなければならないほどの事態であると言えるのです。 

 

国見山風力発電の開発行為そのものが、企業の利益を前提にしていることから、最も重要な『安全性』

という要点が欠落する可能性を秘めています。 

町長には、事業者の言葉を鵜呑みにすることなく、自らの目・耳で得た事実と科学的見解によって意見

書を作成することを望みます。 

 




